
  

 

 

公立は経験豊かな先生が多く

アドバイスがもらえ預けるう

えで安心。 

公立を１園なくすというのは「子育て応

援のまちづくり」を掲げる市長戦略に反

しているのでは。 

 

入園時の費用や制

服代など、保育料

以外の負担が大き

いのでは。 

 

 公立園の保護者むけアンケートでは、

373 世帯中 107 世帯から返答があり、 
そのうち 77％の世帯は民営化反対です。 

 

 

 

公立には看護師さんがいる

けれど、私立での配置は財

政的に厳しいのでは。 

突
然
、
市
役
所
内
部
の 

検
討
委
員
会
に
変
更 

障
が
い
児
の
行
き
場
が

な
く
な
る
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今
年
初
め
に
出
さ
れ
た
『
市
長
戦
略
』
で
は
、
「
３
園
あ
る
公
立
幼
児
園
を
、
平
成
31

年
度
以
降
の
早
期
に
１
園
を
民
営
化
す
る
」
方
針
が
出
さ
れ
ま
し
た
。
市
実
施
の
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
や
タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
で
は
、
民
営
化
に
反
対
や
不
安
の
声
が
多
く

寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

し
か
し
、
市
は
、
民
営
化
あ
り
き
で
「
庁
内
組
織
の
民
営
化
検
討
委
員
会
」
を
10
月

か
ら
開
始
す
る
な
ど
、
民
営
化
へ
の
動
き
を
強
め
て
い
ま
す
。 

 

市
は
公
立
幼
児
園
民
営
化

に
つ
い
て
、
学
識
経
験
者
や

保
護
者
等
も
委
員
と
し
て
参

加
す
る
外
部
検
討
委
員
会
で

検
討
す
る
と
説
明
し
て
き
ま

し
た
。
し
か
し
、
市
は
９
月

議
会
で
突
然
、
「
検
討
委
員

会
は
庁
内
組
織
と
し
て
、
関

連
部
署
の
職
員
で
構
成
す

る
。
必
要
に
応
じ
学
識
経
験

者
・
保
育
施
設
関
係
者
・
保

護
者
代
表
の
方
々
に
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
と
し
て
助
言
や
ご
意

見
を
い
た
だ
く
。
」
と
変
更

し
て
き
た
の
で
す
。 

 

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
で
は
あ
く

ま
で
も
意
見
を
言
う
だ
け

で
、
民
営
化
検
討
（
案
）
を

検
討
す
る
中
に
は
入
れ
ま
せ

ん
。 

 

全
国
的
に
民
営
化
が
進
め

ら
れ
、
保
育
士
な
ど
の
保
育

環
境
の
変
化
で
、
子
ど
も
達

に
精
神
的
ダ
メ
ー
ジ
が
現
れ

て
い
る
事
例
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
民
営
化
の
影
響
調
査
を

行
う
こ
と
を
３
月
議
会
で
求

め
ま
し
た
。
市
は
、
「
今

後
、
他
市
の
調
査
、
成
功
例

や
失
敗
例
等
も
含
め
十
分
に

調
査
を
行
う
。
」
と
答
弁
し

ま
し
た
が
、
半
年
が
経
過
し

て
も
い
ま
だ
何
の
調
査
も

行
っ
て
い
ま
せ
ん
。 

 

公
立
幼
児
園
の
１
園
民
営

化
を
コ
ス
ト
削
減
で
す
す
め

よ
う
と
し
て
い
ま
す
が
、
公

的
責
任
を
果
た
さ
な
い
も
の

だ
と
し
て
、
日
本
共
産
党
は

反
対
し
て
い
ま
す
。 

 

市の「民営化のメリット」 日本共産党の主張 

建物の改修や建替えコストが
大幅削減できる。 

公立も、建て替え費用の１/２は交付税措置が
なされ、残り１/２の 80％についても社会福祉
事業債を充てることが可能。 

保育運営にかかるコスト（特
に人件費）が削減できる。 

安易な人件費の削減は、保育の専門家として
研修や実践を積み、保育の質を守ってきた交
野市の財産を切り捨てるもの。 

保育の質も民間園との協定締
結で確保できる。 

障がい・アレルギー児童、子育て困難家庭等
の受け入れについて、公立同様の協定が可能
なのか、財政支援の有無なども不明。 

 

公
立
幼
児
園
民
営
化
の 

根
拠
な
し 

 

今
ま
で
の
説
明
を
覆
し
、

内
部
の
検
討
委
員
会
で
民
営

化
の
検
討
を
す
す
め
る
乱
暴

な
や
り
方
で
は
、
市
民
の
理

解
は
得
ら
れ
ま
せ
ん
。 

民
営
化
の
影
響
調
査 

い
ま
だ
行
わ
ず
！ 

 

障
が
い
の
あ
る
保
育
所

児
の
約
６
割
が
公
立
を
利

用
し
て
い
ま
す
。
私
立
園

で
「
加
配
の
保
育
士
を
確

保
で
き
な
い
の
で
公
立
に

行
っ
て
ほ
し
い
」
と
言
わ

れ
た
事
例
も
あ
り
ま
す
。

１
園
が
民
営
化
さ
れ
た

ら
、
遠
距
離
の
通
園
や
入

所
で
き
な
い
場
合
も
心
配

さ
れ
ま
す
。 

 

障
が
い
児
保
育
を
す
る

私
立
保
育
所
へ
の
市
補
助

金
（
保
育
士
１
人
に
つ
き

月
１
６
万
５
千
円
）
や
、

私
立
幼
稚
園
へ
の
府
補
助

金
（
市
の
補
助
金
は
な

し
）
で
は
、
必
要
な
人
件

費
や
施
設
整
備
に
は
不
十

分
で
す
。 

 

 障がいある子どもの行き場

がなくなるのでは。（1 園

の平均入所数は公立 9～10

人、私立２～3人） 

障
が
い
児
の
行
き
場
が 

な
く
な
る
！ 

 


